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水道料金の改定について

平成３０年 8月22日（水）
平成３０年度 第１回 白井市水道事業審議会
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本日の内容

平成２９年度第１回上下水道審議会視察の様子

水道料金改定諮問の背景
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水道料金体系の概要

県内水道事業体との料金比較

・事業課題
・市や県からの補助金の実績と予測
・なぜ市や県からの補助金は減少するの？
・基準外繰入金を０円にした自己財源の見通し
・将来にわたって持続する水道事業の実現に向けて

・白井市水道事業の料金体系
・口径別の調定件数・給水量・水道料金の割合
・水道料金の算定の方法
・市営水道の基本料金と従量料金の割合

・料金改定率の目安
・県内水道事業体の水道料金比較

平成２９年度第１回上下水道審議会視察の様子
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水道料金改定諮問の背景
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受水量

水道料金

平成18年度 平成28年度

96万m3
156万m3

61％

2億
5百万円

3億
10百万円

51％

■受水量の増加に対して、
水道料金の増加幅が小さい。

全ての水を
印旛広域水道

から購入

■管路の老朽化に伴う修繕費の増加。
■配水場稼働に伴い、新たに必要経費が増加。

●委託費・・・配水場の運転管理委託

●動力費・・・配水場を動かすための経費

●薬品費・・・お水を衛生的に保つための薬代

■今後、人口は微増して、横ばいの見込み。
大幅な料金収入は見込めない。

10年後
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給水人口（人）

具体的には・・・

④事業課題
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前回資料
■法定耐用年数（38年）を超える管路の増大
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昭和59年度 平成元年度 平成5年度 平成10年度 平成15年度 平成20年度 平成25年度

平成28年度

平成40年度の時点で
法定耐用年数を経過している

管路延長＝28,434m
約30km

平
成
35
年
度
に
38
年
経
過
す
る
管

約30kmを更新するためには、
約18億円が必要！
莫大な費用がかかる

限られた財源の中で
管路の更新をするために

管路更新計画の策定を予定
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前回資料
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65.0

8.2
3.213.8

16.27.47.6

18.62

60.8

3.6

4億59百万円 支出 収入 4億77百万円

水道料金

総収入の65％
は水道料金

受水費

減価償却費

修繕費等

支払利息

人件費

総収入のうち、
・市からの補助金 ８.２％
・県からの補助金 3.2％

水道料金収入で支出を賄え
ないため、県や市から補助
金をもらって運営していま
す。

純利益は全て借金返済に
使用するため、全額貯金
します。

全ての水を
印旛広域水道から購入
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前回資料
収益的収入及び支出

平成28年度決算

その他の収益
（納付金等）

長期前受金戻入
（減価償却みあい分）

県補助金

純利益

市補助金

11.4
5.4

7.1
113.7

5.1
19.3

2

4億70百万円 支出 収入 5億1百万円

水道料金

総収入の65％
は水道料金

受水費

減価償却費

修繕費等
その他の収益
（納付金等）

支払利息

人件費

総収入のうち、
・市からの補助金 11.4％
・県からの補助金 5.4％

全ての水を
印旛広域水道から購入
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収益的収入及び支出
平成29年度決算

受水費は
総支出の63％

市補助金

県補助金

長期前受金戻入
（減価償却みあい分）

65.163.3

6.6

純利益
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3.7

5.1
19.3

2

63.3

6.6

4億70百万円 支出 収入 5億1百万円4億59百万円 支出 収入 4億77百万円

収益的収入及び支出
平成28年度決算

収益的収入及び支出
平成29年度決算

受水費
受水費 水道料金

水道料金

その他の収益
（納付金等）

その他の収益
（納付金等）

県補助金 県補助金

市補助金
市補助金
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■白井市水道事業経営戦略 P25 より

歳入不足分を、補助金で賄えるとし、収支均衡の
見込みを立てていた。

平成28年度策定



5

市や県からの補助金の実績と予測
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基準外を
貰い始める

基
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外
激
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H31年度以降…

☆基準内が激減！
☆県補助金が激減！

H18年度
料金改定

17

総務省から示される繰出基準 沿うもの➡基準内

沿わないもの➡基準外

{（受水費×0.6）＋減価償却費＋支払利息－長期前受金戻入}

有収水量（水道料金収入になる水量）

なぜ市や県からの補助金は減少するの？

①基準内繰入金…２年前の決算値から算出された資本費で決定。
H28資本費－基準単価×H28有収水量＝基準内繰入金額確定

■ 市からの補助金

■資本費・・・
設備投資に伴う費用
（減価償却費、支払利息等）

158.55 157.37 154.94 150.01

127.13 121.89 121.52 119.56
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基準
単価
148

基準
単価
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■給水原価・・・
1m3あたりの水を供給
するのに必要なお金

（円） 給水原価(円/m3）

資本費が下がると、基準内繰入金は減少する！

基準
単価
146

■基準資本費単価・・・
総務省から毎年通知される
基準単価

資本費

維持費

資本費の算定式

給水原価
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■県からの補助金

一般会計からの補助金（A）×一般会計の財政力指数による補助割合（B）＝県補助金額

②基準外繰入金…基準内が減額することに伴って、基準外が増額！

平成32年度から基準外繰入金 激増！
単年度で１億円超える！

0.885

0.892

0.898 0.899
0.901

0.88

0.885

0.89

0.895

0.9

0.905

H26 H27 H28 H29 H30

財政力指数（B）
財政力指数 算定式（B）

0.778以上0.8未満 75％

0.8以上0.9未満 50％

0.9以上1.0未満 25％

1.0以上 0％

財政力指数が
上がると、
補助額が
下がる！

H30年度以降、財政力指数は0.9を超える！

平成30年度から県補助金減額！！

基準外繰入金を０円にした自己財源の見通し
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自己財源とは…
余分な利益ではなく、災害復旧等の危機管理対応や赤字補てんの財源

（百万円）

累積赤字がＨ３８年度には
８億３百万円に！

基準外繰入金が無いと、赤字経営が続く

自己財源額

１億４千４百万円
（Ｈ29年度末）

20

水道事業の基本原則 独立採算制
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将来にわたって持続する水道事業の実現に向けて

有収水量（料金収入となる水量）が増えても、受水費は増加するが、
料金収入は微増となる白井市の水道料金体系

料金収入以外の収入（給水申し込み納付金）の減少

他会計補助金（基準内及び基準外繰入金）、県補助金の減少

災害復旧等の危機管理対応や赤字補てんのため、自己財源の確保

安定した事業運営のため、
料金収入の確保

水道料金体系の見直しを含めた水道料金改定が必要
21

水道料金体系の概要

22

白井水道事業の料金体系 県営水道と同等の料金水準

市営水道 県営水道

基本料金 従量料金 基本料金 従量料金

口径 料 金 段階区分
料金

(1m3につき)
口径 料 金 使用水量

料金
(1m3につき)

13mm 702.00円 1～10 m3 97.20円 13mm 410.40円 1～10 m3 61.56円

20mm 961.20円 11～20 m3 162.00円 20mm 961.20円 11～20 m3 162.00円

25mm 1,717.20円 21～40 m3 259.20円 25mm 1,717.20円 21～40 m3 263.52円

40mm 6,858.00円 41～100 m3 356.40円 40mm 6,858.00円 41～100 m3 352.08円

50mm 15,552.00円 101～500 m3 432.00円 50mm 15,552.00円 101～500 m3 436.32円

75mm 35,748.00円 501 m3以上 475.20円 75mm 35,748.00円 501 m3以上 476.28円

100mm 69,012.00円 100mm 69,012.00円

口径が大きくなればなるほど
基本料金は値上がりしている

水量が増えれば増えるほど
従量料金は値上がりしている

施設の大規模化に繋がる大口径・大量使用者に対して、
より多くの負担を求め、一般使用者の料金負担を抑える料金体系 23 24

口径別の調定件数・給水量・水道料金の割合
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調定件数 給水量(m3) 水道料金(円）

（％）

13ｍｍ 3,732 40,329 9,476,874

20ｍｍ 42,092 1,458,617 298,269,290

25ｍｍ 527 41,551 12,317,639

大口使用者 193 72,394 32,033,842

大口使用者は、全体の4.5％の水を使用しているのに対して、水道料金は9.1％
を負担している。（4.6％相当の水道料金を肩代わりしている。）
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25

市営水道区域には、大口使用者が少ないため、今後給水収益の増加は見込めない

受益者負担の観点から、大口・一般使用者の負担を適正化
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水道料金の割合を、給水量の割合に近づけて
口径に関わらず負担が公平な料金体系としたい

ｲ
ｺｰ

ﾙ
に

近
づ
け
た
い
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水道料金の算定の方法

営業
費用

資本
費用

総括
原価

（総原価）

人件費、修繕費、
減価償却費等

（事業報酬）

支払利息、
資産維持費

（料金収入）

総 括 原 価

需要家費 固定費 変動費

水道の使用量とは関係な
く、需要家（使用者）の存
在により発生する費用

水道の使用量とは関係な
く、水道需要の存在に伴い
固定的に発生する費用

水道の実使用（給水量の増
減）に伴い発生する費用

基本料金 従量料金

総括原価方式で算定 （日本水道協会が提示した水道料金改定要領より抜粋）

27

市営水道の基本料金と従量料金の割合

20％

80％

20％

80％

総括原価
（費用）

料金の原則

74％

26％

現状（収入）

固定費等

変動費

基本料金

従量料金

基本料金

従量料金

改定後

従量料金

基本料金

市民の負担を考慮しながら、基本料金の割合を高めて、従量料金との
バランスを見直し、経営の安定性を保つ料金体系としたい

料金改定率の目安

自己財源を確保しつつ、他会計補助金や県補助金に依存しない経営を
目指すには （他会計補助金、県補助金 0円）

算定期間 ５年間
（平成31年度～平成36年度）

約３５％の料金改定が必要！

例：口径20ｍｍ 使用量28m３/月
5,600円/月 ➡ 7,560円/月

料金改定を行うことで、自己資金を確保しつつ
経営の安定化を図りたい。

経営の基本原則

受益者負担の基本原則

市民生活に直結する水道料金値
上げは、大きな影響を与えるた
め、激変緩和策を検討する必要
がある

35％値上げした場合

バランス

基本原則 市民生活

28
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県内水道事業体との料金比較
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県内平均11,168円

県内水道事業体２カ月当たりの水道料金の比較

（口径20ｍｍで2カ月55m3使用した場合）

（円）

印旛広域水道構成団体 30

平成28年度中に水道料金改定を行なった74事業体の平均改定率
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10万人以上 5万人～10万人未満 3万人～5万人未満 1万5千人～3万人未満 1万5千人～未満

平均改定率
（％）

白井市給水人口
19,056人

（H28決算）

白井市給水人口
19,056人

（H28決算）
31

今後の審議会の予定

平成３０年度 審議事項

８月２２日（本日） 水道料金の改定について（諮問）

９月～２月

・改定率の検討

・料金改定（案）の検討

・答申（案）の検討

３月 ・答申

32
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ご清聴ありがとうございました
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